
第１回 駿河湾フェリー事業検証委員会

日時：令和８年７月２３日(木）13:30～

会場：静岡県庁 本館４階 403 会議室
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２ 会長挨拶（静岡県副知事 平木 省）

３ 議 事

（１）事務局説明
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＜資料目次＞

1

１　本評価委員会の目的・進め方

２　駿河湾フェリーの概要　

３　本委員会の論点

  （１）　現在の経営状況について

　（２）　現行フェリーについて

　（３）　運営体制について



【１　本評価委員会の目的・進め方】
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　今秋に予定する駿河湾フェリーの経営判断に向け、前提となる項目
の検証を行い、運航方法のあり方、継続の是非などの検討を行う

検証委員会の目的

（1）収支の要因分析、今後の収支見通し、船体・設備の持続可能性を
　　 踏まえた現行のフェリー事業の持続的経営の可能性 

（2）現行のフェリー及び運航法人によらない新たな体制による航路維
     持の可能性 

協議事項

 １－１ 検証委員会の目的と協議事項
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・検討会の目的とスケジュール
・駿河湾フェリーの概要、課題の共有
・論点ごとの検証と方向性の打ち出し

第１回（今回）

第２回（９月） ・航路継続の可能性・方策の検討
・航路継続の事業スキームのあり方

第３回（11月） ・事業継続の是非に関わる方針
・航路継続の方策

 １－２ 検討スケジュール
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【２　駿河湾フェリーの概要】
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 ２－１ （一社）ふじさん駿河湾フェリーの概要

6

区　分 内　容

設　立 Ｈ31年４月（運航開始：同年６月）

目　的
地域に多大な経済効果をもたらす重要な社会基盤である駿河湾フェリーを運航し、
利用を促進することにより、地域経済の発展に寄与すること

所在地 静岡市清水区島崎町149番地

社　員 静岡県、静岡市、下田市、伊豆市、南伊豆町、松崎町、西伊豆町

理事長 山本　東　静岡県スポーツ・文化観光部理事

＜法人概要＞ 
   県及び３市３町の各自治体が責任を持ちつつ、一体となって経営を支え、駿河湾フェリーの運航を存続させ
  るため、Ｈ３１年４月に設立。



 ２－２ 設立経緯（Ｈ３０～）
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＜経緯＞

時　期 内　容

Ｈ30年５月 民間会社が年度末でのフェリー事業撤退を表明（毎年赤字１億円）

Ｈ30年６月～ 伊豆半島を中心とした自治体、観光団体から県知事あてに存続要望

Ｈ30年９月 県知事が来年４月以降の駿河湾フェリー運航継続を発表

Ｈ31年４月 県と３市３町による「一般社団法人ふじさん駿河湾フェリー」を設立

Ｒ元年６月 県が民間会社から駿河湾フェリーを受納、同日法人により運航開始



 ２－３ 船舶の諸元
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所有船舶：１隻（富士）

　・全長８３ｍ

　・全幅１４ｍ

　・約1,554トン

搭乗旅客：４１４名

　・一般客室（１階）　  ：３０６席

　・特別室（２階）　　　：１００席

　・貸切特別室（３階）：８席

搭載車両：乗用車５４台分

　（例：大型バス１２代＋乗用車５台）

　バイク・自転車１８台



 ２－４ 航路・ダイヤ
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　日本一深い”駿河湾”から
　日本一高い世界遺産”富士山”を楽しむ船旅へ

　○航　　　路：清水↔土肥
　○所要時間：９０分
　○便　　　数：１日３往復

　運航ダイヤ
＜清水→土肥＞

＜土肥→清水＞

区　分 出　発 到　着

第１便 ７：４０ ９：１０

第２便 １１：２０ １２：５０

第３便 １４：４０ １６：１０

区　分 出　発 到　着

第１便 ９：３５ １１：０５

第２便 １３：００ １４：３０

第３便 １６：３０ １８：００



  ２－５ 料金
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・Ｒ８年５月１日より運賃を改定

＜旅客＞　 ※大人料金を1,000円値上げ、小人料金を無料化。ペット料金を新設。

＜四輪車＞※運転手１名の旅客運賃を含む　自動車航走運賃を1,000円値上げ。

＜二輪車＞※運転手の旅客運賃を含まない

＜特別室＞

大　人 小　人 ペット（新設）

３，０００円 － １，０００円

乗用車（６ｍ未満） バス（８ｍ～１２ｍ）

５，０００円 １４，３００円

バイク 自転車

１，０００円 ５００円

特別室（２階） 貸切特別室（３階）　　※定員８名

１人１，０００円（小人５００円） １２，０００円



 ２－６ 清水港発着所の移転（Ｒ７.４～）
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・Ｒ７年４月１８日に清水港の発着所を日の出地区から江尻地区へ移転
・これによりＪＲ清水駅からのアクセス利便性が劇的に改善（徒歩３分）

＜移転経緯＞

時　期 内　容

 H29年１月

魅力ある清水の創生に向けた提言（地元経済人から静岡市長あて）

・江尻地区（清水駅東口）の再開発として、地元からフェリー発着所の　　　
　移転等の提案

 H29年3月
清水都心ウォーターフロント地区開発基本方針を策定（県・静岡市）
・フェリーの発着所の移転先を江尻地区とし検討することを明記

Ｈ29年４月～
フェリー発着所の移転に関する検討を開始（実現性の確認）
・江尻地区を現に利用している漁業者、バンカー業者、廃油回収船等
　との調整（船揚場の移転、既設給油配管の切回し、バース調整など）

H31年３月
清水港港湾計画に江尻地区新岸壁を位置付け
・江尻11・12号岸壁（水深4.5ⅿ、延長130ⅿ）

Ｒ元年９月 江尻地区への入出港トライアルを実施

Ｒ４年４月 岸壁整備に着手

Ｒ7年４月 岸壁整備が完了（総事業費36億円）

Ｒ７年４月 清水港発着所を日の出地区から江尻地区へ移転



 ２－７ 陸路との比較（費用・時間）
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■料金比較（清水ＩＣ～土肥港）
・大人２人と小人１人の利用で仮定した場合、フェリーの方が5,370円高くなると試算
・Ｒ８年５月に運賃改定をしたことで、Ｒ７年度より1,000円高くなった

区　分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

フェリー 6,145 6,145 9,627 9,625 9,629 9,633 9,792 9,789 9,797 9,799 7,051 7,052 7,046 8,046

陸路 2,573 2,581 2,433 2,395 2,462 2,533 2,540 2,483 2,626 2,665 2,692 2,711 2,675 2,675

差引 3,572 3,564 7,194 7,230 7,167 7,100 7,252 7,305 7,170 7,133 4,358 4,340 4,370 5,370

区　分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

フェリー 92 92 92 92 92 97 97 97 97 102 102 102 116 116

陸路 108 100 100 100 100 95 95 95 95 95 95 95 95 95

差引 ▲ 16 ▲ 8 ▲ 8 ▲ 8 ▲ 8 2 2 2 2 7 7 7 21 21

（単位：円）

※フェリー運賃は、普通乗用車（４ｍ～５ｍ）による大人２人＋小人１人の利用（通常運賃期間）を想定して試算
※普通乗用車の燃費は20km/ℓと仮定し、ガソリン代は年度毎の平均単価を採用

■時間比較（清水ＩＣ～土肥港）
・清水港側の乗り場が変更になったことによる運行時間の延長や、伊豆縦貫自動車道の開通により、フェリー
　の時間的優位性が低下 （単位：分）

※フェリー待ち時間は、15分に設定
※フェリーの就航時間は、Ｈ30年度に65分→70分、Ｒ４年度に70分→75分、Ｒ７年度に75分→90分に延長
※伊豆縦貫自動車道のうち、Ｈ26年2月に三島塚原IC～函南塚本IC間、Ｈ31年1月に大平IC～月ケ瀬IC間が開通



659.4

102.8

466.2

53.7

67.4

211.9

（単位：百万円）

静岡市 下田市 伊豆市 南伊豆町 松崎町 西伊豆町

 ２－８ 経済波及効果
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・駿河湾フェリーの乗船客による消費行動及び一般社団法人ふじさん駿河湾フェリーの事業支出が県内にもたら

　す経済波及効果は、輸送人員が目標値である12.6万人を達成する場合21億円程度と推計

区　分 
R7算定 

(R2産業連関表) 
R5算定 

(H27産業連関表) 
Ｈ30算定 

(H23産業連関表) 

輸送人員 12.6万人 18.1万人 16.3万人 

経
済
波
及
効
果 

フェリー事業を営むための 
支出等による効果 

456.1百万円 477.2百万円 595.1百万円 

フェリー乗船を主目的とする 
観光客の消費による効果 

1,653.9百万円 1,467.5百万円 1,523.0百万円 

合計 2,110.0百万円 1,944.7百万円 2,118.1百万円 

＜県全体への経済波及効果＞ ＜各市町別の経済波及効果＞

※３市３町以外を目的地とする観光客も存在する
　ため、合計は21億円にはならない



 ２－９ 駿河湾フェリーの公益性（まちづくり）
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■「県道２２３号土肥線」
　　Ｈ２５年度に認定された全国初の海上県道
■「清水駅東口・江尻地区ガイドプラン」
　（一社）清水みなとまちづくり公民連携協議会がＲ4に策定したガイドプランでは、以下のとおり定義
　　○清水港の海の玄関口（ポートゲート）
　　　ＪＲ清水駅から最も近い海の玄関口、駿河湾フェリー利用者の乗降拠点、清水港を訪れる人のゲートウェイ 
　　○江尻港水際空間の回遊・にぎわいを支える拠点
　　　河岸の市・防潮堤・水辺空間等で構成する回遊動線の主要な拠点の一部

出典：清水駅東口・江尻地区ガイドプラン



 ２－10 駿河湾フェリーの公益性（災害対応上の機能）
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・（一社）ふじさん駿河湾フェリーは、災害対策基本法及び国民保護法に基づき、
　県が指定する指定地方公共機関に位置づけ 
＜主な役割＞
　○業務に係る防災に関する計画の作成
　○地方公共団体が実施する防災計画への協力（避難住民又は救援のための緊急物資の運送）

＜県災害時応急対策協定（船舶関係事業者（漁業関係者含む））＞

事業者名

(株)富士急マリンリゾート

（一社）ふじさん駿河湾フェリー

富士山清水港クルーズ(株)

(株)千鳥観光汽船

堂ヶ島マリン(株)

(株)伊豆クルーズ

＜災害対策基本法及び国民保護法に基づく
　　　　　　　　　県内の指定地方公共機関（船舶運航事業者）＞

協定先

静岡県旅客船協会（15社）

静岡県内航海運組合

東海汽船(株)

神新汽船(株)

静岡地区水難救済会

駿河湾曳船株式会社

県内漁業協同組合



【３　本委員会の論点】

　（１）　現在の経営状況について

　　①　乗船需要の推移
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 ３（1）① ー１ 輸送人員の実績（Ｒ元～Ｒ７）
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・コロナ禍で大幅に減少した乗船者数は、Ｒ４年度に上昇に転じるが、その後は減少傾向が続く
・Ｒ６年度は台船損傷による運休、令和７年度は車両乗船の停止やプロペラ損傷等による運休期間が影響し、
　大幅に減少

区　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

運行日数（日） 323 240 316 307 310 255 222

輸送人員（人） 129,756 80,021 80,717 108,128 99,849 87,150 48,769

（参考）車両（台） 23,485 23,787 23,877 29,614 24,161 20,372 8,807
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 ３（1）① ー２ 輸送人員の実績内訳（Ｒ元～Ｒ７）

18

・バス利用者数の割合は、令和元年度の約４割から、令和７年度の１割に減少
・Ｒ７年度の清水港側乗り場移転に伴い、徒歩乗船者数は増加

区　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

輸送人員（人） 129,756 80,021 80,717 108,128 99,849 87,150 48,769

    (うち外国人) 7,078 0 0 411 2,422 3,905 4,213

        乗用車利用者
56,006

(43.2%)
58,052

(72.5%)
56,724

(70.3%)
72,811

(67.3%)
59,683

(59.8%)
48,944

(56.2%)
20,838

(42.7%)

        二輪車利用者等
4,127

(3.2%)
3,713

(4.6%)
4,457

(5.5%)
4,539

(4.2%)
4,263

(4.3%)
3,162

(3.6%)
2,038

(4.2%)

        バス利用者
51,827

(39.9%)
9,961

(12.5%)
8,761

(10.9%)
14,325

(13.3%)
18,131

(18.1%)
19,508

(22.4%)
5,069

(10.4%)

        徒歩乗船者
17,796

(13.7%)
8,295

(10.4%)
10,775

(13.3%)
16,453

(15.2%)
17,772

(17.8%)
15,536

(17.8%)
20,824

(42.7%)

（参考）車両（台） 23,485 23,787 23,877 29,614 24,161 20,372 8,807

うち乗用車 21,291 23,213 23,369 28,814 23,149 19,494 8,537

うちバス 2,032 460 365 636 811 747 227



 ３（1）① ー３ バス利用の減少

19

区　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

運行日数（日） 323 240 316 307 310 255 222

実績便（便） 1,236 895.5 1,133 1,136 1,142 950 619

バス（台） 2,032 460 365 636 811 747 227

１便あたり 1.64 0.51 0.32 0.56 0.71 0.79 0.36

・コロナ禍で大幅に落ち込んだバス利用が回復せず、団体バス利用者数は依然として厳しい状況
・個人旅行へのシフトによる団体旅行需要の減少やバスの運転手不足に加え、発着時間の制約や
　運休リスクなどの要因により、フェリーを利用するツアー造成に影響していると推察



 ３（1）① ー４ 利用者の属性（Ｒ７）

20

・駿河湾フェリー乗船者の87％が観光を目的に乗船
・乗船者の居住地割合は50％が県内であり、県外では神奈川県、愛知県からの利用が多い
・乗船者の99.5％が「また乗船したい」と回答

観光
87%

仕事
5%

帰省などその他
8%

乗船の目的

観光 仕事 帰省などその他

回答：1,761件

乗用車
65%

徒歩
21%

バイク
11%

その他
3%

乗船手段

乗用車 徒歩 バイク その他

回答：1,759件

静岡県
50%

神奈川県
8%

愛知県
9%

東京都
9%

その他
24%

乗船者の居住地

静岡県 神奈川県 愛知県 東京都 その他

回答：1,756件

また乗船したい
99.5%

乗船したいと思わない
0.5%

乗船の意向

また乗船したい 乗船したいと思わない

回答：1,666件

（理由）
・乗船45分前までの集合が大変
・料金が高い
・当日まで運航するかわからず、
　予定が立てにくい



 ３（1）① ー５ 曜日別の輸送人員（Ｒ７）

21

・土曜日、日曜日の乗船者数が全体の４割を占めており、次いで月曜日、金曜日が多くなっている
・全ての曜日において、第２便の乗船者数が最も多く、次いで第１便、第３便の順となっている

区　分 第１便 第２便 第３便 計

月曜日 1,944 3,440 1,714 7,098

火曜日 1,739 1,897 1,325 4,961

水曜日 1,612 1,708 1,102 4,422

木曜日 1,524 1,818 1,515 4,857

金曜日 2,046 3,006 2,045 7,097

土曜日 2,995 4,846 2,609 10,450

日曜日 2,889 4,125 2,604 9,618

計 14,749 20,840 12,914 48,503

月曜日
7,098
15% 火曜日

4,961
10%

水曜日
4,422
9%

木曜日
4,857
10%

金曜日
7,097
15%

土曜日
10,450
21%

日曜日
9,618
20%

曜日別輸送人員の割合

7,098

4,961 4,422 4,857

7,097

10,450
9,618

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

曜日別の輸送人員

第１便 第２便 第３便



 ３（1）① ー６ 発着所別の輸送人員（Ｒ７）

22

・Ｒ７年度の乗船者数のうち、清水港発は24,519人、土肥港発は23,984人でわずかに清水港発が多い
・清水港は第２便の乗船者数が突出して多く、土肥港は第３便の乗船者数が他の便と比較して少ない

5,894

8,855

11,685

9,155
6,940

5,974

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000

清水港 土肥港

清水港・土肥港別の輸送人員

第１便 第２便 第３便

区　分 第１便 第２便 第３便 計

月曜日 790 1,497 922 3,209

火曜日 507 1,024 751 2,282

水曜日 497 984 685 2,166

木曜日 420 995 981 2,396

金曜日 733 1,920 1,132 3,785

土曜日 1,517 3,044 1,307 5,868

日曜日 1,430 2,221 1,162 4,813

計 5,894 11,685 6,940 24,519

区　分 第１便 第２便 第３便 計

月曜日 1,154 1,943 792 3,889

火曜日 1,232 873 574 2,679

水曜日 1,115 724 417 2,256

木曜日 1,104 823 534 2,461

金曜日 1,313 1,086 913 3,312

土曜日 1,478 1,802 1,302 4,582

日曜日 1,459 1,904 1,442 4,805

計 8,855 9,155 5,974 23,984

【清水港】 【土肥港】



 ３（1）① ー ７ 運賃改定後の実績

23

・Ｒ８年５月から、大人の旅客運賃を2,000円から3,000円に値上げ、小人は1,000円から無料に改定

・自動車航送運賃を一律1,000円値上げし、ペット運賃1,000円を新たに導入

・輸送人員は、１日４便体制だったＲ６年５月比で２０％減となったものの、１便あたりでは１０３.９％

区　分 Ｒ６年５月 Ｒ８年５月

運行日数 31日 30日

計画便 124便 87便

実績便 108便 83便

就航率 87.1％ 95.4％

輸送人員
（１便あたり）

10,739人
（99．4人/便）

8,573人
（1０３．３人/便）

車両台数
（１便あたり）

2,516台
（23.3台/便）

1,988台
（24.0台/便）

※Ｒ７年５月は台船損傷による徒歩乗船のみの期間であるため、Ｒ６年５月と比較

＜輸送実績＞

区　分 改訂前 改定後

旅　客
大人 2,000円 3,000円

小人 1,000円 無料

車　両

６ｍ未満 4,000円 5,000円

６～８ｍ 8,100円 9,100円

８～12ｍ 13,300円 14,300円

二輪車
バイク 1,000円 1,000円

自転車 500円 500円

ペット - - 1,000円

＜改定内容＞



24

【３　本委員会の論点】

　（１）　現在の経営状況について

　　②　経常収支



 ３（1）② ー１ 決算の推移（R元～R7）

25

区　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

収　益 388,256 423,065 490,766 635,575 605,844 576,749 724,166

費　用 457,278 471,008 ５４３，１１９ 623,614 669,601 621,013 786,175

収　支 ▲69,022 ▲47,943 ▲52,353 11,961 ▲63,757 ▲44,264 ▲62,009

（単位：千円）

■損益計算書（ＰＬ）
・Ｒ４年度を除いて当期純損失を計上。

【 特殊要因の内容 】
R4:コロナ後回復支援、Ｒ５：船体塗装、Ｒ６繰延償却資産（江尻ターミナル）取得、R7：台船修繕委託収入・支出等

■特殊要因を除いた収支の試算

・特殊要因を除いた収支は、Ｒ４以後、約６千万円の赤字が続く

区　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

収　益 388,256 423,065 490,766 562,823 ５６６,8２１ 5３３,0９２ ５４１,４３３

費　用 457,278 471,008 ５４３，１１９ 623,614 631,068 596,232 60８,１６６

収　支 ▲69,022 ▲47,943 ▲52,353 ▲60,７９１ ▲64,247 ▲６３,１４０ ▲6６,７３３



 ３（1）② ー２ 経常収益の推移

26

・Ｒ４年度に、県負担金・運賃割引補助等の公的支援額を増加
・Ｒ７年度は、台船修繕受託収入などの特殊要因により収益が増加（その他事業収入）
・運航・売店等の事業収入が、全体の収益に占める割合は、減少傾向

381,256
423,065

490,766

635,575
605,844

576,749

724,166
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100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
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700,000
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(単位：千円）

運航・興業・売店事業 その他事業収入（雑収入等含む） 県・市町負担金 その他公的支援 計



 ３（1）② ー３ 事業収入の推移

27

・運航・売店等の事業収入は、Ｒ元年度２．６億円からＲ７年度１．２億円に減少
・事業収入の減少は、運休等による輸送人員の減によるもの

263,656

160,699

208,053
216,660

250,863

209,451

125,450

0

100,000

200,000

300,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（単位：千円）

運航 興業 売店 計



 ３（1）② ー４ 県・市町の負担金（Ｒ元～Ｒ８）

28

・静岡県及び３市３町の負担金額は、Ｒ元年度からＲ８年度までの累計で16.4億円
・Ｒ３年度以降、新型コロナウイルスの影響による需要減や燃料費高騰への対応として負担金を拡充
・駿河湾フェリー経営改善戦略（Ｒ５）に基づき、Ｒ７年度から負担金を縮小する方針とするが、経営状況を
　踏まえ、Ｒ８年度は増額

区　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 合計

静 岡 県 79,250 69,500 119,155 164,700 166,100 162,000 122,000 142,000 1,024,705

３市３町 40,000 55,000 90,300 90,300 90,300 90,000 70,000 86,000 611,900

合　　計 119,250 124,500 209,455 255,000 256,400 252,000 192,000 228,000 1,636,605

（単位：千円）
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 ３（1）② ー５ 経常経費の推移

29

・Ｒ７年度の経費は、台船修繕等により前年から１．７億円増
・人件費は、Ｒ３年度に職員が増加したことにより増加
・運航委託費は、Ｒ５年度、６年度は、ドック以外の修繕等の増加により上昇

457,278 471,008

543,119

623,614
669,601

621,013
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 ３（1）② ー６ 人件費の推移

30

・Ｒ３年度に富士山清水港クルーズ（株）の業務（綱取、券売等）を（一社）ふじさん駿　
　河湾フェリーに内製化し、職員を移籍したたことにより、以降は7,000万円台で推移
・Ｒ５年度以降は毎年の給与見直し等により増加傾向

（単位：人、千円）

区　　　　分 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

職 員 数 ７ ７ ３１ ３０ ３０ ３０ ２８

　

 管理部 ３ ３ ４ ４ ４ ４ ４

 企画営業部 ４ ４ ８ ７ ７ ７ ７

 清水事業所 － － １０ １０ １０ １０ ９

 土肥事業所 － － ９ ９ ９ ９ ８

 対前年度差 － ±０ ２４ ▲１ ±０ ±０ ▲２（欠員）

人 件 費 18,355 23,492 72,332 72,796 78,034 79,591 76,101

　  対前年度差 － 5,137 48,840 464 5,238 1,557 ▲3,498



 ３（1）② ー７ 運航委託費の推移

31

・Ｒ７年度の運行委託費は１.９８億円

・Ｒ３年度から、一部業務を内製化したことにより大幅減

・Ｒ５年度、６年度は、ドック以外の修繕等の増加により上昇

　 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

運航関係委託 208,177 230,144 180,406 185,383 191,950 207,297 198,315

対前年度差 － 21,967 △49,738 4,977 6,567 15,347 △8,982

（単位：千円）

※大規模修繕に係る委託を除く



 ３（1）② ー８ 燃料費の推移

32

・Ａ重油単価は右肩上がりで上昇（Ｒ元：６２円→Ｒ７：９３円）
・燃料単価上昇に伴い、燃料費は上昇
・Ｒ６、Ｒ７年度は欠航やダイヤ変更による運航減便により使用量が減少
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【３　本委員会の論点】

　（２）　現行フェリーについて

　　① 江尻埠頭との相性

36



 ３（2）① ー１ 江尻地区への移転による事業環境の変化

37

●運航時間の延長と減便
　・江尻港内では低速（４ｋｔ）で運航することを周辺事業者から求められていることから、 
　 定期航路（清水－土肥）運航時間を75分から90分へ延長することを余儀なくされた。 
　・運航時間の延長により、１日の運航便数が４便から３便に減便となった。 

●潮位低下による運休等
　・フェリーは、潮位低下時には、事故を未然に防止
　するため、運休やタグボートによる曳航を実施し
　ている。
　※Ｒ８.４、５月の運休は11便、
　　タグボート曳航は11回（2百万円超）

●バンカー船の安全確保等
　・隣接する岸壁で給油事業者が作業中の場合は、
　 フェリーの放出流による事故を未然に防ぐため、
　 タグボートを使用することとなった。 
　

漁業者

バンカー船

至
清
水
駅

富士
水深-4.5m

水深-6.5m

＠2023 Google



 ３（2）① ー２ 運航実績便の減少

38

・清水港発着所の移転に伴うダイヤ変更（１日あたり４便→３便）により、運航便数が減少したこと

　に加え、プロペラ損傷による運休等により、Ｒ７年度の運航便数は対前年比６５.２％となった。



 ３（2）① ー３ 運航実績と運休・欠航要因（Ｒ７年度～）

39

区 分
Ｒ　７　年 Ｒ　８　年

計
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 ４月 ５月

最大運航便数（a） 90 93 ９０ ９３ ９３ ９０ ９３ ９０ ９３ ９３ ８４ ９３ ９０ ９３ １．２７８

実運航便数（ｂ） ３５ ７７ ７７ ７７ ０ ５３ ０ ７１ ７８ ３０ ３５ ８６ ７４ ８３ ７７６

運休・欠航便数（c）=(a)-(b) ５５ １６ １３ １６ ９３ ３７ ９３ １９ １５ ６３ ４９ ７ １６ １０ ５０２

　
　
要
因
　

　

定期ドック
定期運休・給油等

2 ２ ２ ８．５ ー ー ー ー ー ４８ ー ー ６ ー ６８．５

天　候 ２ １４ ８ ３．５ ー ２ ー ４ １５ １１ ー ５ ５ ４ ７３．５

潮位低下 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ５ ６ １１

外的要因
（台船・プロペラ損傷）

５１ ー ３ ３ ９３ ３４ ９３ １５ ー ー １０ ー ー ー ３０２

設備不良 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ３ ３９ ー ー ー ４２

チャーター運航 ー ー ー １ ー １ ー ー ー １ ー ２ ー ー ５

実運航率（b/a） 38．9％ ８2．8％ ８5．6％ 82．8％ 0％ ５８．９％ 0％ ７８．９％ ８３．９％ ３２．３％ ４１．７％ ９２．５％ ８２．２％ ８９．２％ ６０．７％

・江尻移転後（Ｒ７年４月）の実運航便数は７７６便、実運航率は６０．７％
・運休・欠航便数５０２便のうち、外的要因（台船・プロペラ損傷）によるものが302便と最多

＊清水 ⇔ 土肥　１往復を１便とする

＊最大運航便数(a)は、３便／日 × 日数



 ３（2）① ー４ 清水港の水深と浚渫工事
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・駿河湾フェリーの利便性向上のため、江尻地区に公共岸壁を新設（Ｒ７年４月供用開始）
・公共岸壁の設計における計画水深は、駿河湾フェリーの満載時喫水に余裕水深を考慮したものであるが、
　事故の未然防止のため、フェリーは潮位低下時には運休する運用（Ｒ８.４月、５月に11回運休）
・浅くなった部分を取り除くため、Ｒ７年８月、Ｒ８年５月及び７月に浚渫工事を実施

※D.L.（Datum Level：基準面）

計画水深 船舶「富士」喫水 潮位 設計条件 余裕水深

D.L.－4.5m 3.812ｍ

最高高水位 D.L.＋2.48m 3.168ｍ

高水位 D.L.＋1.64m 2.328ｍ

平均海面水位 D.L.＋0.95m 1.638ｍ

＜江尻港の水深とフェリーの喫水差＞
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【３　本委員会の論点】

　（２）　現行フェリーについて

　　② 船体・設備の老朽化



 ３（2）② ー１ 船舶の維持管理費
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・本フェリーは、本年度末に新造から２０年を迎え、耐用年数を経過
・定期ドック：５年ごとの定期検査、その間１年ごと（毎年）の中間検査が必要
　　　定期検査：初めての船舶を航行、または船舶検査証書の有効期間が満了したときに受ける精密な検査
　　　中間検査の有効期限は、Ｒ９年４月２５日
・定期ドックでは、法定検査・整備、経常修繕、経年劣化による部品交換等を実施。今後の費用は増加傾向

＜実績：定期ドック＋県施工修繕＞　　＊太枠は定期ドック実施年度

＜計画：定期ドック＞　　＊次回定期検査はＲ１１年度

年度 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

金額
（千円）

50,923 49,396 53,348 69,712 59,734 78,168 67,838

Ｒ８（予定） Ｒ９（予定） Ｒ10（予定）

金額（千円） 　　　　　　　　　　　１１１，２００ 　　　　　　　　　　９５，７００ 　　　　　　　　　２０５，８００

うち 経年劣化分 （　５３，９００） （　46，400） （１５４，５００）

主な検査・修繕箇所
・主機遠隔装置新規換装
・エンジン・左舷クラッチ交換

・主機シリンダライナー交換
・エンジン開放工事

・発電機関（補機）新規換装
・右舷プロペラ軸抜出工事



 ３（2）② ー２ 台船の修繕（清水港側）
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Ｒ６ Ｒ７

項　目 改修工事 修繕工事

工　期 R6.5～R7.2 R7.4～R7.9

事業費 99,913千円 179,700千円

内　容

・発着場が江尻地区に移転することに伴い、
　日の出地区で使用している浮桟橋を江尻新
　岸壁で使用するように改修
・工事中に老朽化による船底の破口等が判明

・R6改修工事中に確認された損傷部分は老朽化
　により船底の腐食等が進行しているため溶接
　が困難であることが判明
・バラストタンク下部新替等により修繕
・Ｒ７年８月末には修繕工事が完了し、
　Ｒ７年９月12日から車両乗船を再開

施工前 施工後

バラストタンク修繕台船

施工前 施工後



 ３（2）② ー３ 土肥港の現状／フェリー可動橋
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・土肥港の可動橋は供用開始から２３年を経過し老朽化が激しく、今後、大規模修繕（更新）が

　必要な状況（新規建設約６．２億円（＊）／設計～建設～設置まで約５年を要す）

・なお、可動橋更新の場合、新たに使用料負担が生じる

・可動橋は船体サイズに合わせるため、可動橋の更新については、現船体（富士）の今後の運航期間

　とセットで検討することが必要

　　　可動橋：陸とフェリ－の乗降口とをつなぐ施設で、潮位の状況に合わせ油圧装置で橋体の高さ

　　　　　　　を調整し、潮位の影響を受けずに車両の乗降が可能となる

　　　

供用開始 平成１５年６月１日（2003年）　 供用から２３年経過

耐用年数 不明

能力 高さ：６.１７ｍ　　幅：約１０ｍ　　延長：約７ｍ　　鋼製

所有者：管理者 （所有者）静岡県　 （管理者）沼津土木事務所

使用料 徴収なし（寄付受納のため）

対象・頻度 駿河湾フェリー　　３便／日

フェリー可動橋の現状
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【３　本委員会の論点】

　（３）　運営体制について

　　① 第三セクターか、民間中心か 



 ３（3）① ー１ 運営体制
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2人 ７人 17人

※理事長、常務理事は、県からの派遣職員

３市３町：静岡市・下田市・伊豆市・
　　　　　南伊豆町・西伊豆町・松崎町



現状 Ｒ９～

部長

理事長

常務理事

安全統括管理者
兼運航管理者

船長

運航法人 運航受託者

運
航
委
託

運航管理者

船長

運航法人 運航受託者

運
航
委
託部長

理事長

常務理事

 ３（3）① ー２ 運営体制（安全統括管理者・運航管理者の設置）
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・海上運送法改正（施行：Ｒ８。１年間の経過措置）により、安全統括管理者・運航管理者資格制度が創設
・法人の意思決定に関わる役員　（理事長又は常務理事）を「安全統括管理者」に選任することが必要
・現在、理事長及び常務理事は県からの派遣職員であり、専門性が不足

区　分 安全統括管理者 運航管理者

役　割 安全管理体制の確立・維持・改善を担う統括者
船舶の運航に関する実務的な管理責任者
※安全統括管理者が定めた方針・体制に基づき運航に
関する日常的な判断を担う

対象者
経営トップまたは理事会で重要事項を審議する管理的
地位の者

運航受託者は運航現場の監督者
（船長や甲板部の職員経験）

要　件 安全業務に１年以上＋所定試験に合格 運航管理業務に１年以上＋所定試験に合格

安全統括管理者


